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企業の支配構造について
鯰 江 城 夫
I 
現代に於ける企業の支配構造の分析は経営経済学にとって重要な課題の一つ
であるがこの問題に付いては種々なる立論主張が多岐に分れ展開されているの
が現状である。それ等の中で企業組織自体の発展と外部の社会的環境的要因よ
りして所謂「経営者支配説」が多数意見として一般化している事についてはこ
れを否み得ないものであり 1), これに対してあくまで資本主義経済機構の性格
よりして，或いは間接管理造有支配を理由づけ資本の支配力の究極的優位性を
強く主張し，或いはマルクス主義経済学者の主張の如く「資本はいっそう深く
いっそう機能的な統制力を握っている」2)として「経営者支配説」を否定する
立場があり，更にまたこの問題を資本主義の修正，変革に関連する基本的課題
として展開される場合もある。
而してこの様な「経営者支配説」に於いてもその主張する内容，経営者性格
1)勿論此場合に於いても「支配」の基準を何に求めるか， 例えば経営者選任権経営政
策，決定への影響， リーダーシップ等に於ける基準，更には「経営者支配」企業に於
いて経営政策の破綻の結果，株主，債権者等により経営者の更迭が求められ，実行さ
れるが如き場合， 之を「経営者支配」「機能資本家支配」の何れと理解するか等の問
題がある。
2)ガルプレイス「新しい産業国家」訳本66頁以下
マルクス主義経済学者の主張
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の把握については種々の説が為されており，ここではその中でこの小論の吟味
に必要な代表的のものを採上げ考察をすすめる事とすれば，まず，バーナムの
説は「経営者」を機能的用語として，生産手段を直接マネージするものであり
財務管理者をも吸収せる生産の技能過程に現実に参加するものとし，しかも彼
等は曽つて封建的支配者が資本主義的支配者へと推移した如く従来の資本家に
代って独裁的支配者階級を形成するとの主張から「経営者革命」を唱えること
によって単なる裁定者的，専門経営者概念を超える階級的支配者，しかも経済
界のみならず政治，社会一般に於ける指導者の変革，交替の論理を展開する処
に特徴がある。これに対してガルプレイスの主張は現代に於ける大企業の支配
即ち意思決定，指導は広範かつ多数の技能技術者集団，計画，技術の専門化さ
れた職員の全てを含むものによってなされていると説き彼等を「テクノストラ
クチュア」と名付けている。
このように企業の支配構造についての両者の主張は経営者性格の把握に於い
ては変様の萌芽を認める共通のものを有ちながら他方その将来の支配的形態を
暗示する方向づけに於いては全く異る論理に至っていると思料される。即ちガ
ルプレイスの説は組織構成に重点を置くものであるがこれを発展させれば経営
者に非人格的性格を志向することに到達すべく，バーナムのそれは組織に於け
る人間関係の問題に重点を置くものであり結局独裁的支配階級の形成に至るも
のである。而してこれら両説の何れが将来の経営者の支配的形態の発展に接近
し得るものと考えられるかを検討するために，次に最近の具体的な現象の中よ
り企業内部に於ける特徴的変化とこれを取巻く環境的要因の推移に於いて企業
の支配構造に影響を及ぼすものについて考察をすすめたい。
Il 
まづ最近に於ける企業の内部的諸条件，環境の中よりその支配構造に影響を
及ぽすと考えられる要因の中より特徴的な現象として採上げられるべきものは
次の諸点であろう。即ちそのーは企業に於ける内部留保，自己金融の増大傾向
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であり，その二は個人大株主の減少に替って法人所有大株主数の増加，所謂機
関投資家の増加傾向，第三には企業相互間の株式の持合いの増加傾向である。
而してこの事と相関的関係を有って第四に企業の系列化の現象がある。
第一の企業の内部留保増加の現象については企業が収益の中より減価償却或
いは諸種引当金積立金を留保蓄積し，その額が遂には資本金をも凌駕するに至
る事例は既にアメリカに於ける統計により明かにされたものであり（特に今年
IBM社が自社発行株式の大量買戻しを実行）我国の場合は依然基調的には借入金
依存の財務内容を保ちつつも漸次，内部留保率を高める趨勢にある事が一般に
指摘されているところであり業種によっては全く負債の見受けられない巨大企
業が発生している（トヨタ自工は遂に借入金を償却，松下電器産業， ソニー 等もそれ
に近い）。このような内部留保，自己金融増加の一般的傾向は明かに相対的に資
本支配力からの脱却，所謂「金融支配説」成立の可能性を稀薄にし，反面，法
人企業組織の自立化， 自己永続的 (self-perpetuating)経営者支配説の一層の
論拠として作用するものであろう。
次に第二の機関投資家の増加傾向についてであるが，機関投資家には金融機
関による持株の場合と事業会社法人のそれとを含むものであり，またそれらの
経過については1950年代には金融機関の持株が殆んどであったのに対しその後
漸次事業会社の持株比率が増加し，最近では金融機関，事業会社の持株が同様
の比重を示すに至っており，この事は次の企業間の株式の持合い，企業の系列
化の現象へと発展するものである。即ち第三の企業間の株式の持合い現象につ
いては当初同種系列金融機関による系列事業会社の持株から，系列事業会社相
互間の株式の持合い，系列事業会社各社が系列金融機関の株式を保有する事
ヘ，系列金融機関の相互持合いへと発展し，この事は更に第四の企業の系列化現
象を招来するに至るものである。その系列化も当初は財閥銀行を中心とする単
純なる事業会社の系列化から金融機関（同系列信託銀行，地方銀行，生命保険会社，
損害保険会社等）をも含めての企業の集団化を形成したのであるがa),それが事
業会社に於ける原料確保関係，不況対策，製品別シェア分割，操業度維持，業
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務提携等の必要性から事業会社相互間に，従来よりの系列を超えての合同，合
併，離合，集散，再編成を結果し，他面，事業会社の資金需要の拡大とそれに
伴う異種系列金融機関よりの資金の導入の必要性と，他方金融機関の側に於け
る危険分散に基づく協調融資等の原因による事業会社の異種金融系列へのダプ
ル結合4)を招来する等，株式の持合いと系列化現象に対して複雑，錯綜せる関
係を提供するに至っている6)。
このような機関投資家の増加，株式の持合い，系列化現象は企業の支配構造
に如何なる影響を及ぽしているかが問題となるが，まず機関所有大株主一般の
増加を，支配を意図する所有の，経営への復権とする見方も考えられるが，そ
の支配を意図するものが個人大株主ではなく当該機関の経営者であることとそ
の支配の態様，内容を考察するときこれを単純に資本の支配と断定することは
誤りであろう。次に機関株主中金融機関持株の増加の意味についてはこれをも
3)金融機関を中心とする企業集団としては三井系（二木会）三菱系（金瞳会）住友系
（白水会）富士系（芙蓉会）第一勧銀系（三金会）三和系（三水会）がある。
3) 系列別株式持合比率の推移
系列 I 45.9 I 46.9 I 47.9 I 48.9 1 49. 9 1 50. 9 I 51. a 
井 14.14 14.65 16.14 17.25 (12.93) (13.19) (14. 46) (15.21) 
菱 20. 71 22.74 24.55 26.074 2) (19.45) (21. 07) (22. 50) (23. 
住 友 21. 83 22.62 23.45 24.39 (20.11) (21. 01) (12. 70) (22.49) 
富 士 15.26 16.99 17.68 18.76 (14. 56) (16.10) (16. 28) (17. 16) 
第-:勧銀 17.19 15.21 15.24 15.23 (17.19) (15.21) (15.24) (15.23) 
三 和 11.18 11.19 1. 73 12.21 (10.18) (10. 45) (10. 84) (11. 41) 
（注） 1. カッコ内は信託銀行を除いたもの。
以上の如く第一勧銀系列を除き持合比率は増加している。
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17.37 17.23 17.25 
(15.06) (16. 70) (16.77) 
26.57 26.41 26.70 
(24.04) (25.95) (26. 26) 
24. 71 24.71 24.82 I ，
(22. 77) (24. 20) (24.42) 
19.10 19.23 17.70 
(17.30) (18.72) (17.15) 
16.90 16.76 15.77 
(16. 90) (16. 76) (15. 77) 
13.01 13.15 12.59 
(12.09) (12. 68) (12.17) 
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4)下例の如く金融系列企業集団は他の金融系列企業をも含むものである。
第一勧銀の企業集団
富国生命
本州製紙
電気化学工業
三 共
資生堂
新潟鉄工所
安川電機製作所
日本コロムビア
兼松江商
西武百貨店
日本勧業角丸証券
日産火災海上保険
日本通運
後楽園スタヂアム
（以上は旧勧銀十五社会）
日商岩井
神戸製鋼所
（以上は三和・
三水会加盟 ） 
三金会メンバー
朝日生命保険
日本ゼ．オン
旭電化工業
横浜ゴム
日本軽金属
古河鉱業
古河電気工業
富士電機製造
富士 通
大成火災海上保険
渋澤食庫
（以上は古河三
水会メンバ＿）
川崎製鉄
川崎重工業
川崎商事
川崎汽船
（以上は川崎睦会）
日立製作所
（三和・三水会，富
士，芙蓉会加盟 ） 
荏原製作所
井関農機
いすゞ自動車
石川島播磨重工業
旭光学工業
清水建設
旭化成工業
ライオン歯磨
昭和石油
秩父セメント
日本重化学工業
第一勧業銀行
伊藤忠商事
毎日新聞 S53.1.21経済面
5) 宙に浮く日本エステルの帰属
?? （??）（??）（??）（??）
＝資本関係 Eニコ提携関係
（合意段階）
カッコ内は主取引銀行
毎日新聞 S53.4. 22経済面
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って即，所謂「金融支配」に至るものとして主張する立場もあるが，この金融
機関の企業支配に及ぼす影響力の観点からは単なる持株率（議決権の行使）のみ
ならず信用供与，人的結合の状況，即ち事業会社への融資率6)'役員派遣の態
様7), 会社合併等に於ける銀行の指導力発揮の実態s)等についてその内容を考
察すべきである。而して役員派遣の状況を見る限り銀行よりの役員派遣が圧倒
的に多くその支配力の行使，影響力が暗示されるが融資比率については相対的
に漸次低下，異種金融系列による協調融資の増加傾向と現実に於ける支配力行
6) 各系列の同系金融機関からの借入充足率
系列 I45.9 I 46.9 I 47.9 I 48.9 ¥ 49. 9 1 50. 9 ¥ 51. 6 
井 1 23.32 22.96 22.30 23.27 22.20 
菱 27.31 28.32 26.91 26.56 27.18 
住 友 28.12 28.84 28.14 27.31 25.53 
富 士 27.03 25.55 26.22 25.38 25.91 
第一勧銀 12.92 15.16 14.81 15.82 17.86 
和 21. 96 22.51 21. 50 22.32 22.24 
（注） 1. 系列融資には同系企業からの借入を含む。
以上の如く第一勧銀系列を除き漸次借入率は低下している。
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7) 各系列金融機関の役員派遣先企業数
20.43 21. 56 
26.95 26.76 
25.22 26.87 
25.99 24.90 
18.02 17.29 
21. 82 21. 35 
三井系 I 三菱系 I住友系！富士系 I第一勧銀系 I三和系
三三三大 三三明東 住住住住 富安安安 第 朝
井井井正 菱菱治京 友友友友 士田田田 日
銀信生海 銀信生海 銀信生海 銀信生火 勧 生
行託命上 行託命上 行託命上 行託命災 銀 命
53 13 3 2 11526 4 8 7128112 99 3 3 3 121 20 
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之によれば銀行からの役員派遣が圧倒的に多い
三東大
和洋同
銀信生
行託命
56 1 4 
8)最近の伊藤忠による安宅の合併， 東洋工業の経営者交替に見られる銀行の指導力行
使，不ニサッシ， 日本軽金属への役員派遣に於ける例等。
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使の内容等を視るなれば，最近の景気の停滞に基因する企業の倒産及びその救
済問題の表面化と共に債権者たる銀行がその債権の保全と経営指導の名目の下
に企業の経営管理に関与する度合の強化傾向が指摘されつつあり，即ち銀行よ
り救済を受ける条件として当該企業は銀行より派遣される代表者を役員として
受入れ，或いは銀行員がその現職のまま当該企業に派遣され日常の経理の監
督，買掛先売掛先の適否，程度の検討，取引方法の指導，一定額以上の支払手
形の振出に付銀行側の承認を要するものとし，更には銀行が原料の購入より製
造関係，市場関係までの一切に付いて積極的に関与し，従って企業系列の促進，
資本の独占集中化を招来し，しかも斯かる傾向は特に不況の深刻化につれ或い
は将来一層顕著なものとなる事も予想され得るが，これが果して将来「金融支
配」なる段階に発展するや否やは簡単に予断を許さぬものではあるが，然し現
在に於ける銀行の企業経営に介入する態様を視る限りに於いてはそれはあくま
で金融経理面よりの指導により放漫経営を改善し経営合理化を図る事，即ち債
権確保が究極の目標であり，役員として出向した場合といえども人事，技術革
新，営業関係等企業本来の業務活動全般にわたって支配力を及ぼすが如き可能
性を見出す事は出来ず，仮令一層の経済状況の悪化により銀行管理の傾向が活
発化するとしてもそれには限界があり又最近の傾向として企業への融資が特定
金融機関のみならず異種金融機関系列による協調融資が進行しつつある事，或
いは独禁法，銀行関係法規による制約，中央銀行の統制等の要因を考慮に入れ
るならば現在或いは近い将来に於いては所謂「金融支配」と言われるが如き現
象の実現は予想し難いものと思料される。
次に機関持株中の事業会社による持株並びに事業会社相互間の株式持合いに
よる相互支配，系列化，企業集団化，集団指導機関としての社長会9)等の支配
に関する機能に付いてであるが事業会社による持株は対手企業の支配を一方的
に意図するものと言うよりは相互に諒解，或いはすすんで業務提携の必要より． 
結果的には，逆に相互非支配，経営者の自己永続性 (self-perpetuating)の強
化につながるもの，或いは当初よりそれを意図して押進められたものと解すべ
384 
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六企業集団の社長会
三井系
（二木会）
(23社）
ー井銀行
三井信託
三井生命
大正海上
三井鉱山
北海道炭藻汽船
三井建設
三機工業
日本製粉
東レ
王子製紙
三井東圧化学
三井石油化学
日本製鋼所
三井金属鉱業
東京芝浦電気
三井造船
トヨク自動車
工業
ー井物産
三越
三井不動産
大阪商船三井
三井倉庫
月曜会
（常務以上）
三菱系
（金曜会）
(2晦）
ー菱銀行
1 菱信託
明治生命
東京海上
麒麟麦酒
三菱レイヨン
三菱製紙
三菱化成工業
三菱瓦苅化学
三菱油化
三菱樹脂
三菱石油
旭硝子富
三菱鉱業 安
セメント 安
＿菱製鋼
三菱金属
三菱化工機
三菱電機
三菱重工業
日本光学工業
三菱商事
三菱地所
日本郵船
三菱倉庫
三菱モンサント
三菱建設
三菱アルミ
ニウム
三菱自動車工業
富士系
（芙蓉会）
(29社）
士銀
田信
田生
安田火災
大成建設
日清製粉
サッボロビール
日本冷蔵
日清紡績
東邦レーヨン
山陽国策バルプ
昭和電工
呉羽化学工業
日本油脂
東亜燃料工業
日本セメント
日本鋼管
久保田鉄行
日本精工
日立製作所
沖電気工業
横河電機
日産自動車
キャノン
丸紅
東京建物
東武鉄道
京浜急行
昭和海運
芙蓉懇談会
(40社）
第一勧銀系
旧第一系
（母曇）
第一勧業銀行
朝日生命
旭電化
日本軽金属
日本ゼオン
富士通
富士電機製造
古河鉱業
古河電気工業
横浜ゴム
（川崎睦会）
月｝：：崎崎重竺：
命川崎製鉄
住友系
（白水会）
(21社）
住友銀行
住友信託
住友生命
住友海上
住友林業
住友石炭鉱業
住友建設
住友化学
住友ベーク
ライト
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きであり系列化集団の指導機関としての社長会等の影響力も結局，集団内企業
の異なる利益を前提としつつ系列内企業の経営政策を調整し，集団全体の共同
利益の発展を目的とするものであり，要するに機関株主持株は戦前の持株会社
の如く絶対的支配力を有つものではなく一般的に言うならば所謂「経営者支
配」の類型として把握すべきものであろう。
]I 
このようにこれまで考察したところにより企業に於ける内部留保，自己金融
の増大は間接的に資本よりの支配を稀薄化する事を結果し，更には機関投資家
の増加傾向，株式の持合い，系列化現象もまた所有支配より経営者支配への発
展を推論づけるものであり，勿論，論理的な資本の支配力，並びに現実の外資
導入，会社乗取り等に於ける事例或いは個人資本家等による意図的資本支配の
可能性を全く否定するものではなく，・また特に経営者の経営指導，政策の失敗
に基づく経営破綻等の場合に於いて株主或いは債権者，銀行等が経営者を更迭
せしむる等所謂資本支配の復権が看られる事，また，日常の経営政策に於いて
も資本側の利害を潜在的に無視し得ざる，影響力等を全く否定するものではな
いが之等を考慮に入れてもなお一般的に言って現代の企業経営に於ける経営管
理職能の複雑化と，多数の管理者集団による管理職能の分担，組織化，企業を
取巻く社会，環境の変化と組織化，各種の規制等の制約の拡大傾向は管理職能
の専門化，自主性，外部の支配力よりの脱却を認め得るものである。
このように企業に於ける支配構造に付いて経営者支配を一般的傾向として認
める場合，その経営者性格は如何なるものとして把握すべきかについては次に
現実に於ける企業経営者の政策決定，経営指導について企業内部の意志形成，
決定過程，管理活動に於ける権限委譲の態様，管理執行についての内部統制組
織，経営者の経営指導の過誤，権限逸脱濫用に対する牽制制度，経営者の選定
方法，次期経営者に対する権力系譜の存否等の問題についての広範な研究調査
を必要とするものであるが，得られたる資料に基づき看る限りに於いては一方
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の極には小論の冒めに記述のガルプレイスの唱えるテクノストラクチュアに程
近い，支配の制度化，集団管理に基づく支配の非人格化，即ち経営の管理が個
人の統制し得る領域を超え複雑化し経営的行動管理活動の反覆画一性予測性か
ら経営者の恣意的判断，支配領域の縮小個人的思考創造性の稀薄化に代る機構
的精密科学的操作，機械化，物的管理的メカニズムヘの発展は経営者の人格的
色彩を薄くし組織的制度的経営者成立の傾向を明かに認め得るものであるが，
又，他方の極に於いてはバーナムの経営者革命論に程近い独裁的支配者権力者
集団としての経営者階級の形成をも認め得るものである。即ち独裁的経営者は
企業単位に，或いは企業の枠を超え経済団体経営者団体の連合組織を通じて各
自の企業利益の実現拡大を図り更には一部の指導的政治家，政党，行政官僚と
結托癒着し国家的領域に於ける権力機構につながり，超過利潤を挙げ得る有利
な企業の設立独占に，経済政策，財政投融資につながる独占的企業利潤の獲得
に，許認可権にからむ利権の争奪にと，公正なる企業競争よりも市場経済を超
える部面に於いて利潤獲得の機会を求めつつある事が特に最近報道され，経営
者はその地位の保全，相互に支配者階級の補完的系統的権力機構を形成してい
る。勿論形式的には企業の最高機関は株主総会であり，これにより選出された
取締役の構成する取締役会が受託経営層として経営政策を定め，これより権限
を委譲された全般，総括経営層として社長以下が業務を遂行するものであるに
拘わらず，現実は社長以下の業務執行部門が最高の権力を恣しいままにし，株
主総会の議事運営に付いても経営者の恣意的進行に終始，株主の発言は封ぜら
れ（米，西独等の株主の発言権も我国に於いては戦後証券取引法で上場会社に認められた
提案権は数年で廃止），形式的には規定に則る議決権の行使による多数決の体裁
を整えてはいるものの，実際は白紙委任状に基づく御用総会屋利用の経営者演
出による形式的行事であり，企業間の株式持合いは一層この傾向を助長するに
至っている。更にこのような傾向は株主総会のみに止まらず取締役会について
も同様であり，社長を頂点とする現業執行機関，一般には社長及び担当部門所
有の取締役により構成され，時には社長及び極少数の腹心の取締役よりなる経
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営委員会 (ExecutiveCommittee)或いは社長と副社長のみの，時には全く社長
単独の専制独才，集権的管理支配が行われ取締役会は実質的には全く権限を有
せざる，名目のみの，無力化，形骸化した社外的機関となっているものも見受
けられる。
これらの現象は独り株式の高度分散により支配意欲を失った多数株主を有つ
巨大企業の事例に止まらず中小企業，同族会社等に於いても同様の傾向が見受
けられ，殆んどが強引な権力的支配者による専制的経営指導に屈服せしめられ
つつあり，たとえ企業創設の初期には民主的に経営される場合も年数の経過と
ともにいづれは人格的，勢力関係により支配階級，勢力，系統が形成されるに
至り企業の支配指導の現実は民主的，合理的なものとは程遠く如何なる機構組
織と雖も又一面人間関係に通有の論理，弱点の例外とはなり得ないものであ
る。
また経営者は経営指導の理念に於いて企業利潤の追求のみならず企業の社会
的責任，社会公共への貢献，公益への配慮を唱えるものの現実に於いては積極
的な貢献は企業利潤につながることを限度とし，社会，国民経済に損害を与え
る場合これを排除すべき責任に付いてもごく消極的であり，財貨用益の供給等
営利追求の結果もたらすべき社会的機能，企業の維持存続自体を既に社会に対
する貢献と考え，加うるに経営者の職業的プライド，権力欲，名誉欲，事業拡
張欲等の感情，非経済的動機によっても指導されるものであり，更に経営者は
自己の利益のためには例えば個人にて負担すべき費用をも企業の経費として支
出せしめることを当然の会計処理技術として一般化する等，企業の利益を害う
事すら慣行とし，権限の濫用，法規に禁ぜられる自己取引，紛飾決算等の脊任
行為すら見受けられ，これら違法なる行為は当然追求さるべき筈であるが，実
際にこれらが摘発される事は殆んどなく，強引な経営者に対しては取締るべき
有効な手段のない状況である。株主総会は既にその機能を失うのみならず，取
締役会の無力形骸化，内部監査の手段としての監査役も経営者に従属，無力で
あり，法規による公的監査機関としての公認会計士の監査もまた馴合い等経営
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者の積極的な作為に対しては殆んど無力である事は紛飾決算摘発等によっても
明かであろう。
労働組合も企業内組合の体質からして内部告発には限界があり結局現在の制
度，機関では専横な経営者の独裁を抑制するに有効な手段のないのが現状であ
る。
次に経営者の選定方法について考察するに曽って経済団体の決議に於いて
「後継経営者の養成」が経営者の社会的責任の一つとして述べられて以来10),
一般に受入れられ定説となっているかの如くであるが，この事は勘く共現在の
経営者が次期経営者の選定に当っては広範囲の権限を有する事を認めるもので
あり，現実の適用に於いても次期経営者の選定は殆んど経営者の意向が反映決
定されるものであり民主的なる選考に類する手続（例えば選挙等）は殆んど見受
けられない，経営者は後継者の養成，選定に関する権限を企業内部に於ける自
己の勢力維持，独裁制強化策として利用し得る可能性を充分に有つものと言え
る。勿論次期経営者の決定は企業の将来に関わる最重要事項であり，手続的に
は勿論の事，経営者の無制限に自由なる裁量権を行使し得るが如き恣意的なも
のではなく一般に企業内に於いて充分承服せしめ得る人事である事を要件とす
るものではあるが最近の大企業に於ける採用人員は毎年多数に上り，したがっ
てこれら多人数の者の中より順次管理階層の段階を昇進する過程に於いて下位
職位より上位職位への昇任は常に上位職位者よりの評価，抜擢を通じて行われ
るものでありその選定過程に於いて上位職位者の主観的判断を加え得る余地が
多分にあり，人間関係に通有の感情，非合理的判断に基づく可能性もあり，必
ずしも正当な評価のみで為されているとは限らない。特にこれらを積重ねたる
高級管理階層の場合に至っては経営者がその「養成」権を手段として企業内部
の支配力を強固にすることも予想し得るものであり，昇任抜擢の基準として自
10)経済同友会昭和31年11月全国大会決議として経営方策特別委員会による研究結果を
「経営者の社会的責任の実践」として発表，同様主張は P.F.Drucker ; The Practice 
of Management, 1956現代経営研究会訳「現代の経営」 p.298にもある。
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己に忠誠を誓う度合等が後継者選任の場合の条件となる可能性は充分にあり，
権力保持者としての経営者は可及的長期にわたりその地位の保持を希求し，そ
の委譲に付いては側近者より選ぶことが多く見られ，一般に「エリートコー
ス」，閾閥，派閥，学閥等と称せられるものであり，勿論客銀的に明白に能力
の劣る者を後継者として抜擢する事は全く不可能ではあるが，同程度の能力を
有つ者の多数存在する場合，それらの者の中より経営者が自己本位，恣意的に
血縁，側近者を選定養成する場合が多く見られ，また「天下り」11)と言われる
外部権力，行政との結び付きの端緒を捉え，許認可に，入札に，利権取得に，
直接の受注にと諸種の便益の獲得を画策し，或いは政治献金を通じて政党を動
かし，立法に行政に介入を図り，各種経済団体を組織して政策にせまる等，ま
た宴会，朝食会，招待会，招待ゴルフにと凡ゆる機会を捉えて権力に結付き12)
社交団体を通じての談合，相互に補完し，贈収賄，汚職，漬職等を慣行の如く
発生せしめ，他方，業者間の協定，結合，寡占を通じての再販売価格維持，管
理価格を強行する等，企業を国家的領域に於ける横断的縦断的系統権力の集
中，支配機構の一環に組入れるものであり，また経営者はかかる権力機構を脊
景として企業内部に於ける自己の支配力とその可及的長期にわたる保持に利用
するものである。
11)人事院の昭和52年度公務員の営利企業への就職承認に関する年次報告書「天下り白
書」によれば昨年一年間に在職時の行政機関と関連のある民間企業への天下りを承認
した高級公務員は198件 (197人）。省庁別では大蔵省49件，建設省21件，国税庁19件，
通産省18件，運輸郵政省各17件，農林省16件。就職のポストは役員70件 (35.4彩）非
役員128件 (64.6彩）と発表されている。が之等は氷山の一角にすぎないと見られる。
12)行政と企業との癒着一体化についてはその温床となる人間関係の背景に関する調査が
J.C. アベグレン「日本経営の探究」東洋経済新報社，昭和45年，により為されてい
るが，それによれば「政府と企業双方の指導的立場にある人達の大半は同窓生であり
若いころ同じ様な教育を受け同じ様な生活をしている……したがってたとえばアメリ
カではほとんどあり得ない様な共通した背景と関心をもっている」
巨大企業の大卒生採用に於いて一部特定の大卒生を重用するのは将来に於いて行政と
の関係その他凡ての点で便益が得られ易い永年の実績に基づくものである事がその理
由の一つであろう。
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このように一般に経営者はすぺてにわたり独裁的支配力を行使し得る地位に
あるが然し企業内部に於いて単なる支配者として下部と断絶し，遊離している
ものではない。管理者階層を積重ねたヒ゜ラミッド支配の頂点に位置するもので
あり，経営者はこの権限の最重要部分のみを自己の手中に保留し，残余を下部
に分与委譲するものであり，委譲された部門経営者は更に下部に同様権限を委
譲し，かくして管理者階級の段階的秩序が形成されるのであるが，その過程に
於いて利害と打算，保身と利己心，迎合がはたらき従業員全体の間に支配と服
従，相互依存信頼関係，並に上下の系列系統化が培養され，これらの派閥的勢
力均衡の頂点に経営者は位置する事となり，所謂主流派を形成する。しかも企
業内部に於けるこれらの系統派閥関係は時に一党独裁に近い勢力を占めるもの
であり，従って上下，支配と被支配との間の相剋に代えて同位者間に於ける競
争関係を伴う上位層への接近が見受けられるものであり，階級対立よりも派閥
抗争が現われる事となる。このことは企業内に於ける労働組合の御用組合化，
労働争議の場合の組合の分裂，第二組合の形成等の事例，或いは公害発生企業
に対する告発に見られる企業組合の体質の弱さ，企業優先意識による運動の限
界等に証明されるものと言えよう p かくして経営者の専制，独裁は一層強化さ
れ，経営指導に於ける過誤，権限逸脱，濫用等に対してもこれを取締り制約す
べき機関の株主総会，取締役会，監査役は経営者に対して無力であり，労働組
合も亦企業内組合としての体質に限界を有ち，権限への接近，利己心と保身，
服従迎合，他方歴史的抑圧の結果たる批判的精神の欠如等は経営者の権限を徒
らに過大ならしめることにつながるものである。
IV 
このような現実に於ける企業の内部状況，経営者の権限行使，これを取巻く
環境的要因等よりして，将来に於ける支配的形態としての経営者性格を如何な
るものとして捉えるか，ガルプレイスの説くテクノストラクチュアー，管理者
の集団に至るものとして見るぺきか或いはバーナムの唱える経営者独裁に至る
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ものとして捉えるぺきかに付いて考察すれば，現在の企業の状況を視る限りに
於いてはその両説の主張を論拠づける現象の何れもが同時に並行して進行しつ
つあるように思料されるものであり，即ちガルプレイスの管理者集団による経
営は更に進展する時は経営者の思考，創造力，判断による支配の範囲は縮少し，
或いは支配的勢力の均衡，相殺を経過して終には個人の必要，動機，目標が組
織の有つ影響構造によって圧倒され，人格的色彩を薄くし個人の存在が揚棄さ
れる事となり， 管理の制度化， 経営者は単なる組織の人格的表現（印鑑を押す
機能を果す丈の）に過ぎなくなる可能性を内在するものであり，この事は究極的
には人間疎外の，資本の自己増殖の論理のみにより支配，規制されるが如き状
態の到達につながるものであろう。他方バーナムの経営者独裁の主張は組織に
於ける人間関係の側面を重視し，人間関係に於ける凡ての場合に発生する普逼
的課題，通有の論理，弱さより，派閥，系統の形成，権力闘争より支配と被支
配の階級的分離より専制，独裁的集権管理を行う経営者の成立を経過し更には
社会的，政治的組織にまで拡大された経営者階級の成立を結果することになる
ものであろう。これらの考え方の中の如何なるものが将来への発展の可能性を
暗示し，その何れが将来の経営者の支配的形態として実現に近づくものである
かについては軽々に判断を許し得るものではないが，弦では結局は所謂制度的
経営者を超えて独裁的支配者階級としての経営者層の形成を予想するものであ
り，その限りに於いてはバーナムの「経営者革命論」に近い立場を採るもので
ある。ただバーナムの主張に於いては生産関係に最も近い管理者の一群が従来
の支配者，資本家に代って「経営者」階級を形成するに至ると理解するもので
あるがその成立の過程並びに新しく形成されるべき「経営者」の人格の認識に
於いては異る。即ち独裁的経営者形成に至る過渡的段階に於いては専門的経営
者は，所謂制度的経営者，技能技術者管理集団の，管理経営を経過し，その間，
妥協，結合経営より漸次人間関係に於いて権力機構を形成し，指導力，支配力
に関する新しい優れた能力を有つ一群が支配者として君臨するに至るものであ
るが，それらのものの機能的名称として「経営者」を理解するものである。即
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ちバーナムの如く財務管理者をも含む生産関係に最も近い管理者の一群が従来
の支配者に代って支配者になると言うものではなく人格的には旧来の支配者で
ある封建的権力者をも含み，機能資本家，専門的経営者をも含むところの，こ
れらの者の中より次の時代に於ける指導，支配に必要なる能力を身につけた支
配者階級の機能的名称として「経営者」を把握するものである。
曽って封建的権力支配者は資本主義の勃興とともにその地位を資本家にその
地位を譲った如くであるが，その過程に於て従来の支配者の中の一部少数の有
能な中心的権力支配者は従来の身分的な関係に基づく支配力を脱却し，衣を替
ぇ，新興の資本家を吸収，結合し従来の無能な権力者を切り捨て，新しく資本
家として新しい支配力に基づいて支配者としての地位を継続せしめているもの
であり，全く封建的支配者が打倒，放逐されて，新しい支配者，資本家によっ
て交替されたものではない。新しい支配者としての資本家階級の他，資本家と
衣替えして支配力を継続せしめつつある従来の封建的支配者をも含むものであ
り，従って新しい支配関係に於ける支配者の機能的名称として「資本家」を把
握するものである。と同様にこのたびまた社会の進歩，経済環境，個別経済の
内容的発展と変貌（資本，所有と経営の分離の如き）に対応し資本的支配の無力化
に伴い新しい型の支配形態としての経営管理能力による支配が必要とされるに
及び支配的「経営者」階級の出現を見るに至ったものであるが，また一部の有
能なる機能資本家は従来の資本所有に基づく支配関係を脱却し，新しい経営能
力保持者として衣替えし，無能な資本家を切捨てその支配者としての地位を継
続する事を可能にするものである。而して新しい経営管理支配者は新興の専門
的経営者とともに機能資本家の中の優れた管理能力所有者を含むものであり，
これら新しい支配者階級たる「経営者」は過渡的には制度的経営者の過程を経
過し，政治，経済， 社会に於ける新しい指導者階級（行政に於ける官僚等の胎頭
等）の形成とともにその権力者と結合し，妥協し，或いは併呑し，その新しい
血液を導入し，新しい形態の支配者階級としての「経営者」を形成するに至る
ものである。即ち「経営者」とは封建的権力支配者，機能資本家とともにその
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時代，その社会に於ける支配者の機能的形態的名称として把握するものであ
り，人格的内容的には「封建的権力者」の中の一部の者と「資本家」の一部の
者をも含むところの新しい，優れた管理能力に支配の基礎を置く支配者の集団
として把握するものである。而かも彼等は時日の経過とともに独裁的支配者，
権力者集団を形成するに至るものと予想するものである。
封建社会より資本主義社会，資本家支配へと発展し，更に経営者支配へとそ
の支配形態，支配者の性格は変化するものであるがその事は常に旧来の支配者
がその支配能力を失う場合に，これに代り新しく支配権を求める革新的水平運
動と新興勢力，階級の存在を示すとともに，他方権力を占める者は可及的長期
にわたりその地位を永続せしめる為，権限の分与，委譲，後継者養成等凡ゆる
方策を画策するものであり，その支配力獲得の権力闘争の過程に於いて或いは
革新が進行し，形態に於ける変革とともにその主体の人格をも全く交替せしめ
る時もあり，或いはまた新しい支配形態をとりつつも実態に於いて人格的に旧
来の中心的機能支配者が依然として残存する場合もあり，また両者の妥協，結
合によるものも存在し得るものである。その何れが支配的であるかを一概には
結論づけ得るものではないがその何れの場合に於いても結局は権力闘争の過程
に於いて勝利を収める階層の，集団中の極一部の少数の指導者のみが支配者と
しての権力を保有するに至るものである。即ち権力的支配者間の交替が看られ
るのみで，被支配者自らの，被支配者による，被支配者のための支配，民主的
形態による支配等は望み得べくもなく，被支配者の殆んどは時代は推移するも
依然として被支配者としてとどまり，支配者，被支配者間の関係は依然として
つづくものと理解するものである。従って経営者とは現代に於いて支配力を行
使し得る者の機能的名称であり資本主義の発展に伴いその性格を全く変質せし
めるが如き場合に付いても実質に於いては人格的にその中心的機能を果す者の
中には常に形を変えてその権力的支配力を依然保持存続せしめている者のある
事が看取されるものであり，また，仮に民主的な改革が行われ経営者がその能
力に基づき経営内の下部より民主的に選出されるが如き制度が出現した場合に
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於いても一旦支配者として権力を保有するに至った者は時日の経過とともにま
た新しい独裁者として権力的支配機構を形成し，再びまた革新にさらされるべ
き過程を繰返すに至るであろう事は既に歴史に教えられるところである。
V 
これを要するに現代に於ける企業の支配構造の分析に於いては諸説があり多
岐にわたって論議が展開されているが，それらの中まず第一には理論的に資本
主義経済機構の性格よりして資本による支配，影響力の優位性をあくまで主張
する根強い立場があり，これに対して，一般的には専門的裁定者的経営者階級
の形成による管理が行われるものとする説が多数意見として存在するが，この
ような専門的経営者支配説を更に一層発展せしめた主張としてガルプレイスの
如く少数特定の経営者概念を拡充して経営管理機能に参与するすべての技能管
理者集団による経営指導を主張する説があり，この事は結局経営者の人格を止
揚することにつながるものであり，所謂「制度的経営者」即ち経営者の非人格
化より，組織機構自体の自動的運行を唱える主張に至るものである。このよう
な説に対してまた一方に曽つてはバーナムによって主張された「経営者革命
論」即ち独裁的支配経営者説が従来より存在するものである。
以上の説を中心としてそれらを含味するに際して最近に於ける具体的現象の
中より企業内部に於ける特徴的変化，その環境的要因の推移より企業の支配構
造に影響を与えるものとして採上げるべきものを 1)企業に於ける内部留保，
自己金融の増大傾向， 2)個人所有大株主の減少と法人持株，所謂，機関投資
家の増加， 3)株式持合い現象の一般化， 4)企業の系列化，集団化，及びこ
れらに附随する問題とし，これらの現象が企業の支配形態についての上記諸主
張に対し如何なる意味，内容，影響を及ぼすものかについての検討を行い，次
いで現実に於ける経営管理の態様，その内容を検討する事よりその支配機能の
分析，将来の支配的形態等について考察をすすめたのであるが，まず第一の資
本による支配に関しては表面的には支配が退化，消滅したかの如く見受けられ
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る場合に於いても間接管理による資本の支配力，影響力を強調し，或いは株式
買占めなどによる現実に於ける支配を意図する資本の存在，資本支配の事例，
更に経営者の経営指導の過誤により経営破綻の際に於ける株主の支配力の復権
が行われる可能性は充分にあり，また現実に於いても幾多の例証が見受けられ
るところよりしてこれを全く否定する事は為し得ないものであり，また 2)の
機関投資家，法人持株の増加は結局資本，所有支配の強化を意味するとの論旨
も理論的には成立するものであり，この点についての強力な主張が見られ，ま
た特に金融機関持株の増加現象の分析よりして将来の新しい金融支配への発展
の可能性に結論づける立場もあるがこれらの事を考慮に加えても猶，現在及び
将来への趨勢としては資本，所有支配の衰退への方向が看取され機関投資家の
増加は資本の非人格化を通じて経営者支配の強化に至るものとして理解すべき
ことに到達した。従って資本の支配力が機能する場合は特殊の状況に限られ一
般的傾向としては従来の意味に於ける資本の支配力は稀薄化するものと考える
べきであり，また資本の支配力が将来発展するが如き事態は全く新しい経済環
境，資本，所有，支配の態様，理論の出現を必要とするものであろう。内部資
金の留保増加傾向についてはこれも一般的には資本よりの支配，影響力の減
少，経営者の自主的管理支配力の強化に作用するものとして捉うべきものであ
ると思料される。
次に経営者支配説の最も一般的立場である専門的裁定者的経営者の形成説に
ついてであるが経営者の実態調査12)よりしても所謂専門的経営者が多く看ら
れるものであり，彼等が果して公正，理想的な裁定者的経営者として現実に機
能し，または将来そのような方向に向うべきかについては現実に於いては左様
なものとは程遠く，このような性格は可能態，理想型，指導理念としては正し
12)「現実に社長になっている人は電気産業を除いてすべての業種において管理者上りの
社長が最も多い，全業種では40%強が管理者上りの社長であり，金融，保険等では70
％強が管理者上りの社長である。この管理者上りの社長は企業規模が大きくなるに従
ってその数が増大する傾向がある。
実証研究「日本の経営」清水竜宝著 336頁
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いものでありまたその実現を希求すぺく意図的な努力を結集する事の必要性は
充分認められるものの，現実の認識よりしてはその可能性は少ないものと考え
られた。
次に個人所有大株主の減少，機関投資家の増大傾向については機関所有大株
主数の増加自体を所有の，支配に対する復権と考える立場が見られるがその場
合の支配主体が個人に非ざる法人，従って間接的なる経営者である事及び支配
の態様よりすればこれを単純に資本，所有の支配とする事は無理であり，また
機関投資家には金融機関及び事業会社の両者を含み，その中，金融機関による
持株の増加が支配構造に如何なる影響を与えるかについては金融支配説成立の
可能性につながるものであるがこれについては単なる持株率のみならず信用供
与の内容とその態様，人的結合の実態等をも考慮に加えて吟味し，更に現実の
銀行の支配力行使の状況を見る限りに於いては所謂「金融支配」なる傾向は未
だ見られず却って金融支配の限界とそれに程遠き状態が看取され，或いは将来
金融支配と言われるが如き状態に発展するが為には経済構造，資本機能の態
様，支配機構の変革等の条件変化を必要とするであろう。また機関投資家中の
事業会社による持株の増加とそれに伴う企業の系列化，集団化，及び集団指導
性，系列社長会等の現象と支配構造への影響について見た場合，当初財閥系銀
行を中心とする他の金融機関，地方銀行を含めての企業の系列化より出発し，
事業会社相互による株式の持合い，事業会社の金融機関株式の持株による企業
の集団化と社長会等による集団指導性から，更にすすんで各種の原因による異
種系列事業会社間の合同合併，異種系列金融機関よりの資金導入，異種金融系
列へのダプル結合等，系列を超えた合併，合同，離合集散，再編成等複雑且錯
綜せる関係が見受けられ，これらの現象は企業の支配構造に対しては結局は自
己永続的 (self-perpetuating)経営者支配を強固にする方向にはたらくものと理
解されるものである。
而して最後にこれまでの検討を通じて得られた結論が「経営者支配」である
場合，この経営者の性格を如何様に理解すべきであるかについてはガルプレイ
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スの「テクノストラクチュア」とバーナムの「独裁的経営者」の両説を採上
げ，この両者の主張が現実の経営者性格の把握に於いて，或いは将来の発展方
向を暗示する点に於いて共通のものを含みつつも他方その将来の支配的形態の
理解については全く異る結論へとつながるものである。前者は企業の組織構成
に重点を置き企業組織の非人格的成長を考える事に至り，後者の説は組織を構
成する人間関係を重視，経営者独裁を結論づけるものである。而して現実に覆
ってこれを看る時はこの両者の主張の基礎となる標識，現象の存在と発展態様
は同時に存在し，また並行的に進行しつつあることを認め得るものであるが，
その将来に於ける支配的形態の認識については小論に於いては「経営者」を独
裁的支配者階級の成立として捉える点についてはバーナムの説に近いものであ
るが，ただその経営者階級形成の過程とその人格の認識についてはバーナムの
それとは理解を異にする。即ち小論では「経営者」を新しく支配力を有つもの
の階級的機能的名称として把握するものであり， また人格的にはバーナムが． 
「生産関係に最も近い管理者の一群」が旧来の資本家階級に代って支配者とな
るとするに対し，経営者とはその人格に封建的権力支配者の中の有能な一部の
者及び従来の資本家の中の有能な一部の者をも包含する管理能力に基礎を置く
新しい支配的専門的経営者の発展形態として理解するものであり，又それ等が
将来のすべての社会に於ける独裁的支配者権力者階級の形成につながるものと
結論づけるものである。
